
 

 

 

 

 

 

 

第 127期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、法令および当社定款第 16 条の規定に基づき、上記の事項につきましては、 

インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.takiron-ci.co.jp）に掲載する 

ことにより、株主の皆様に提供しております。 

なお、監査役および会計監査人が監査報告を作成するに際して、連結計算書類および 

計算書類の一部として、合わせて監査を受けております。 

 

 

 

連結計算書類の連結注記表…………………… 1頁 

  

計算書類の個別注記表………………………… 11頁 

 

（2021年 4月 1日～2022年 3月 31日まで） 



　１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　（１）　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 24社

　タキロンシーアイプラス㈱、タキロンマテックス㈱、BONLEX EUROPE S.r.l、

　シーアイマテックス㈱、タキロンシーアイシビル㈱、Bonset America Corporation　他

　当連結会計年度において、連結子会社であったタキロンエンジニアリング㈱は、連結子

会社であるタキロンシーアイシビル㈱（ダイプラ㈱より商号変更）を存続会社とする吸収

合併（合併期日：2021年４月１日）により消滅したため、連結の範囲から除外しておりま

す。

　当連結会計年度において、日本ポリエステル㈱及び他喜龍塑料（常州）有限公司は、事

業の清算手続きを進めており重要性が低下したため、連結の範囲から除外しております。

 なお、日本ポリエステル㈱につきましては、清算手続を結了しております。

　（２）　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、PT.TAKIRON INDONESIA（12月31日）を除き、連結決算日と一致し

ております。

　ただし、連結決算日との間に生じた連結会社相互間の取引に係る会計記録の重要な不一

致等については、連結上必要な調整を行っております。

　（３）  会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの ・・・ 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

　　市場価格のない株式等 ・・・ 移動平均法による原価法

デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　デリバティブ ・・・ 時価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産 ・・・ 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によ

り算定）

連 結 注 記 表
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び構築物 ・・・ 主として定額法

主な耐用年数は５～50年であります。

機械装置及び運搬具、 ・・・ 主として定率法

その他 主な耐用年数は４～13年であります。

　　無形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定額法

主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ５年

　　リース資産

所有権移転外ファイナンス・ ・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

リース取引に係るリース資産 法

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ・・・ 売掛債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し､回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　 ・・・ 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額

を計上しております。

役員賞与引当金 ・・・ 役員賞与の支出に備えて、支給見込額を計上して

おります。

株式給付引当金 ・・・ 株式交付規程に基づく当社取締役及び執行役員への

当社株式の給付等に備えるため、株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。

製品保証引当金 ・・・ 顧客に納品した製品に対する将来の製品交換及び補

修費用の発生に備えるため、必要と見込まれる金額

を引当計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

（ⅰ） 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、主に給付算定式基準によっております。

（ⅱ） 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　当社の過去勤務費用については、発生年度において一括して費用処理又は費用から減額する方法

を採用しております。なお、連結子会社の過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（5年又は10年）による定額法により案分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。

　一部の連結子会社は、退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債並びに退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。
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⑤　重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、収益に係る会計処理について、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準

第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等に基づき、次の５ステップに従

って、収益を認識しております。

　　　ステップ１ 契約の識別

　　　ステップ２ 履行義務の識別

　　　ステップ３ 取引価格の算定

　　　ステップ４ 取引価格の履行義務への配分

　　　ステップ５ 履行義務の充足による収益の認識

　当社グループは、主に建築資材・環境資材・高機能材・機能フィルム等の製造販売を行っており

ます。これらの製品の販売については、製品が顧客に検収された時点において顧客が当該製品に対

する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は製品が顧客に検収され

た時点で収益を認識しております。国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時までの期

間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　工事契約を伴う取引については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識

しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない工事については、

原価回収基準により、収益を認識しております。

　当社グループが代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま

す。

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑦　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件

　を充たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場

　合には特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　a.ヘッジ手段：為替予約

　  ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務

　b.ヘッジ手段：金利スワップ

　　ヘッジ対象：借入金の利息

ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスク

　をヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャ

　ッシュフロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な書類

消費税等の処理方法 ・・・ 税抜方式によっております。
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　２．追加情報

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

　新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や企業活動に広範な影響を与える事象でありますが、

現時点で当社グループの会計上の見積りに及ぼす影響は重要でないと判断しております。

ただし、今後の状況の変化によって将来の事業計画を見直した結果、固定資産の減損等の会計

上の見積りに重要な影響を与える可能性があります。

　３．会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとい

たしました。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

（１）　工事契約に係る収益認識

　工事契約に係る収益について、従来は工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度よ

り期間がごく短い工事を除き履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方

法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来ない工事につ

いては、原価回収基準を適用しております。

（２）　代理人取引に係る収益認識

　代理人取引契約に係る収益について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識して

おりましたが、当連結会計年度より、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する

取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識す

る方法に変更しております。

（３）　有償支給取引に係る収益認識

　買戻し義務を負っている有償支給取引については、当連結会計年度より金融取引として有償支給

先に残存する支給品の期末棚卸高について「仕掛品」を認識するとともに、有償支給先から受け取

った対価について「流動負債その他」を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し

ております。

　ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従

前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して

おりません。

　この結果、当連結会計年度の売上高が713百万円、売上原価が650百万円減少し、売上総利益は62

百万円減少、販売費及び一般管理費は34百万円減少し、営業利益は27百万円減少、営業外費用は54

百万円減少しております。また、仕掛品及び流動負債その他はそれぞれ253百万円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に

表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に

含めて表示しております。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19号及び「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

これによる、連結計算書類への影響はありません。

　４．会計上の見積りに関する注記

1. 有形固定資産

（1）当連結会計年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、有形固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、

当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価

額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上しております。有形固定資産のうち減損の兆候の把握、減損損失の認識の判定及

び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、そ

の見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、減損損失の認識の判定及び測定

に影響を与える可能性があります。

2. 繰延税金資産（繰延税金負債控除前）

（1）当連結会計年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を

計上しております。繰延税金資産の見積りは将来の事業計画及び貸借対照表日時点で適用

されている税制や税率に基づいており、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた

場合、翌連結会計年度以降の計算書類において繰延税金資産を認識する金額に重要な影響を

与える可能性があります。

3. 製品保証引当金

（1）当連結会計年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、顧客に納品した製品に対する将来の製品交換及び補修費用の発生に備え

るため、必要と見込まれる金額を引当計上しております。発生見込額を算定するにあたっ

て、製品交換や補修が見込まれる対象製品ごとに対応費用を見積もっておりますが、予期

せぬ不良の発生や対応費用の増加により、翌連結会計年度の計算書類の引当額に重要な影

響を与える可能性があります。

当連結会計年度

製品保証引当金 394

当連結会計年度

繰延税金資産（繰延税金負債控除前） 3,814

当連結会計年度

有形固定資産 41,394
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　５．連結貸借対照表に関する注記

（１）固定資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（２）担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物及び構築物 百万円

土地 百万円

計 百万円

担保に係る債務

短期借入金 百万円

（３）保証債務

連結子会社以外の銀行借入金等に対し、保証を行っております。

従業員（住宅資金借入債務） 百万円

（４）受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額

受取手形 百万円

売掛金 百万円

契約資産 百万円

計 百万円

　６．連結損益計算書に関する注記

（１）減損損失

当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産のグループについて減損損失を計上しました。

主な内訳は以下のとおりです。

　当社グループの資産グルーピングは、賃貸用資産及び遊休資産については個別物件単位で、事業

用資産については、管理会計上の区分によっております。

　タキロンシーアイ㈱の建装資材事業につきましては、経営環境の悪化によって業績が低迷しており、

短期間での業績の回復が困難であると判断したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（233百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳の主なものは、機械装置

189百万円であります。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めな

いため、零としております。

（２）顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、「９．収益認識に関する注記」に記載しております。

タキロンシーアイ㈱　建装資材事業
事業用資産

（滋賀県湖南市　他）

機械装置　他

場所 用途 種類

210

2

7,105

28,172

256

35,534

192

509

702

68,979
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　７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当連結会計年度期首の自己株式数には、役員向け株式交付信託が所有する当社株式が

 　　 　　115千株含まれており、当連結会計年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託が

　　　　　所有する当社株式が263千株含まれています。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、役員向け株式交付信託に係る増加、譲渡制限付

　　　　　株式報酬に係る増加及び単元未満株式による増加であります。

　　　３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、役員向け株式交付信託に係る自己株式の処分に

　　　　　よる減少及び譲渡制限付株式報酬に係る自己株式の処分による減少であります。

（２）配当に関する事項

①配当金支払額

（注）１．2021年６月25日定時株主総会の決議による配当金の総額には、取締役等に対する株式

　　　　　報酬制度として信託が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

　　　２．2021年11月４日取締役会の決議による配当金の総額には、取締役等に対する株式報酬

　　　　　制度として信託が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2022年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。

ⅰ 配当金の総額 百万円

ⅱ １株当たり配当額 円

ⅲ 基準日

ⅳ 効力発生日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（注）配当金の総額には、取締役等に対する株式報酬制度として信託が保有する

　　　当社株式に対する配当金４百万円が含まれております。

  発行済株式

当連結会計年度 当連結会計年度

12.0 2021年３月31日 2021年６月28日普通株式 1,169

284

　自己株式

97,500

97,500

2021年12月3日

取締役会（注）２．

1,559

16.0

2022年３月31日

2021年11月４日
普通株式 1,072 11.0 2021年９月30日

2022年６月29日

定時株主総会（注）１．

2021年６月25日

決議 株式の種類
配当金の総額 １株当たり

基準日 効力発生日

（百万円） 配当額（円）

　　　合計 135 208 59 284

　　普通株式（注）１．２．３． 135 208 59

-

　　　合計 97,500 - -

　　普通株式 97,500 -

当連結会計年度 当連結会計年度

期首株式数（千株） 増加株式数（千株） 減少株式数（千株） 末株式数（千株）
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  ８．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社グループでは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資

金を調達しております。受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、

与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。預け金は、主に親会社である伊藤忠商事㈱のグルー

プ金融制度の利用に伴うものであり、伊藤忠商事㈱の子会社である伊藤忠トレジャリー㈱に対する預け金

であります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

行っております。

　支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。営業債務

は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは資金繰計画を作成するなどの方法により、管理

しております。借入金の使途は、当社グループの運転資金（主として短期）であります。

　また、デリバティブ取引は、原則として外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

取引を目的とした為替予約取引を利用しています。なお、為替相場の状況で、輸出に係る予定取引により

確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権に対する先物為替予約を行っております。当社グループにお

けるデリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしており

ます。

（２）金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　　投資有価証券

（注１）短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、記載を省略しておりま

　　　　す。

（注２）以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

        ら、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以

　　　　下のとおりであります。

（単位：百万円）

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

                  た時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用い

　　　　　　　　　て算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（単位：百万円）

2,901 2,901 －

当連結会計年度

非上場株式 264
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時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

　９．収益認識に関する注記

（１）　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　主たる地域市場

（単位：百万円）

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機の販売事業等を含みます。

　　収益の認識時期

（単位：百万円）

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機の販売事業等を含みます。

（２）　収益を理解するための基礎となる情報

「（３）会計方針に関する事項」の「⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益 68円47銭

2,901 － －

928円28銭

投資有価証券

欧州

その他

顧客との契約から生じる
収益

その他の収益

外部顧客への売上高

8,081

5,495

1,004 950

68 1,446

2,162

区分 レベル１ レベル２ レベル３

時価

2,901

合計

（単位：百万円）

その他
（注）

合計

日本

北米

116,093 664 116,758

8,593 － 8,593

建築資材
事業

環境資材
事業

高機能材
事業

機能
フィルム

事業
計

報告セグメント

37,758 52,855 17,662 7,816

159 － 353

－

44,418

－

9,008

7,575 －

－

53,874

－

21,625

－

21,352

－

141,271 664

－

7,575

9,008

44,418 53,874 21,625 21,352 141,271 664 141,936

3,458

1,997

－

141,936

141,936

その他の収益

報告セグメント
その他
（注）

合計建築資材
事業

環境資材
事業

高機能材
事業

機能
フィルム

事業
計

一時点で移転される財
又はサービス

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

顧客との契約から生じる
収益

44,418 53,874 21,625 21,352 141,271 664

外部顧客への売上高

44,418

－

51,217 21,625 19,691 136,952 664 137,617

2,657 － 1,661 4,318 － 4,318

－ － － － － － －

44,418 53,874 21,625 21,352 141,271 664 141,936
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　11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの ・・・ 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等 ・・・ 移動平均法による原価法

（２）デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ ・・・ 時価法

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産 ・・・ 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によ

り算定）

（４）固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産（リース資産を除く）

建物、構築物 ・・・ 主として定額法

主な耐用年数は５～50年であります。

機械及び装置、車両運搬具、 ・・・ 定率法

工具、器具及び備品 主な耐用年数は５～８年であります。

　　無形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定額法

主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ５年

　　リース資産

所有権移転外ファイナンス・ ・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

リース取引に係るリース資産

　　長期前払費用 ・・・ 定額法

主な償却年数は５年であります。

　　賃貸用資産 ・・・ 建物及び構築物は定額法、その他有形固定資産は定率法

主な耐用年数は以下の通りであります。

建物 ２～36年

構築物 ７～60年

（５）引当金の計上基準

貸倒引当金 ・・・ 売掛債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞与引当金 ・・・ 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額を計上し

ております。

役員賞与引当金 ・・・ 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に

基づき計上しております。

退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

　年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

　式基準によっております。

個 別 注 記 表
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②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　過去勤務費用については、発生年度において一括して費

　用処理または費用から減額する方法を採用しております。

　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお

　ける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主に10年）

　による定額法により案分した額を、それぞれ発生の翌事業

　年度から費用処理しております。

　　なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認

　識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

　書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

株式給付引当金 ・・・ 株式交付規程に基づく当社取締役及び執行役員への当社株式

の給付等に備えるため、当事業年度における株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。

（６）重要な収益及び費用の計上基準

　当社は、収益に係る会計処理について、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号

2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等に基づき、次の５ステップに従って、

収益を認識しております。

　　　ステップ１ 契約の識別

　　　ステップ２ 履行義務の識別

　　　ステップ３ 取引価格の算定

　　　ステップ４ 取引価格の履行義務への配分

　　　ステップ５ 履行義務の充足による収益の認識

　当社は、主に建築資材・環境資材・高機能材・機能フィルム等の製造販売を行っております。

これらの製品の販売については、製品が顧客に検収された時点において顧客が当該製品に対する

支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は製品が顧客に検収された

時点で収益を認識しております。国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時までの期

間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（７）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

（８）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た

　している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処

　理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　a.ヘッジ手段：為替予約

　  ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務

　b.ヘッジ手段：金利スワップ

　　ヘッジ対象：借入金の利息

③ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスクをヘッ

　ジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・

　フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。
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（９）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

当社の計算書類に掲記される科目、その他の事項の金額は、百万円未満を切り捨てて記載しております。

　２．会計方針の変更に関する注記

（１）収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業

年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　なお、この変更による当事業年度の計算書類に与える影響は軽微です。

（２）時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19号及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

これによる、計算書類への影響はありません。

　３．収益認識に関する注記

連結注記表「９．収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。

　４．会計上の見積りに関する注記

1. 有形固定資産

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「注記事項（４.会計上の見積りに関する注記）」の１.有形固定資産に記載した

内容と同一であります。

2. 繰延税金資産（繰延税金負債控除前）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「注記事項（４.会計上の見積りに関する注記）」の２.繰延税金資産に記載した

内容と同一であります。

　５．貸借対照表に関する注記

（１）資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 百万円

賃貸用資産の減価償却累計額 百万円

当事業年度

有形固定資産 22,531

当事業年度

繰延税金資産（繰延税金負債控除前） 2,332

76,212

3,675
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（２）保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務及び電子記録債務に対し、保証を行っております。

BONLEX EUROPE S.r.l（借入債務） 888 百万円

Bonset Latin America（借入債務） 856 百万円

タキロンテック㈱（電子記録債務） 431 百万円

上海桑普拉斯塑料有限公司（借入債務） 125 百万円

従業員（住宅資金借入債務） 2 百万円

計 2,304 百万円

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 百万円

長期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

　６．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 百万円

　仕入高 百万円

営業取引以外の取引による取引高 百万円

（２）減損損失 百万円

当事業年度において計上した重要な減損損失は以下のとおりであります。

　当社の資産グルーピングは、賃貸用資産及び遊休資産については個別物件単位で、事業用資産に

ついては、管理会計上の区分によっております。

　建装資材事業につきましては、経営環境の悪化によって業績が低迷しており、短期間での業績の

回復が困難であると判断したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（233百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳の主なものは、機械装置189百万円

であります。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めな

いため、零としております。

用途 種類

事業用資産 機械装置　他

場所

建装資材事業

（滋賀県湖南市　他）

13,004

18,881

1,055

31,912

4,771

29,468

233
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　７．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当事業年度期首の自己株式数には、役員向け株式交付信託が所有する当社株式が115千株含まれており、

      　　当事業年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託が所有する当社株式が263千株含まれています。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、役員向け株式交付信託に係る増加、譲渡制限付株式報酬に係る増加

　　　　　及び単元未満株式の買取による増加であります。

　　　３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、役員向け株式交付信託に係る自己株式の処分による減少及び

　　　　　譲渡制限付株式報酬に係る自己株式の処分による減少であります。

　８．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産と繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

棚卸資産評価損 百万円

投資有価証券評価損 百万円

関係会社株式評価損 百万円

関係会社出資金評価損 百万円

固定資産減損損失 百万円

賞与引当金 百万円

退職給付引当金 百万円

資産除去債務 百万円

繰越欠損金 百万円

その他 百万円

　　繰延税金資産 小計 百万円

評価性引当額 百万円

　　繰延税金資産 合計 百万円

　　繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 百万円

その他有価証券評価差額金 百万円

　　繰延税金負債 合計 百万円

　　繰延税金資産の純額 百万円

当事業年度末株式数

（千株）

当事業年度増加株式数

（千株）

普通株式 135

当事業年度期首株式数

（千株）

当事業年度減少株式数

（千株）

28459208

△ 784

201

397

556

122

3,122

265

2,337

83

530

61

1,896

△ 42

△ 398

497

406

△ 441
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  ９．関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

親会社

直接 55.6%

間接 0.2%

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）原材料等の仕入については、市場価格を勘案して交渉により決定しております。

（注２）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（注３）議決権等の被所有割合は四捨五入により小数点第１位まで表示しております。

子会社及び関連会社等

子会社 所有 製品の販売

  直接 100.0%

子会社 所有 製品の販売

  直接 100.0%

資金取引

子会社 所有 資金の援助

  直接 100.0%

子会社 所有 資金の援助

  直接 100.0%

資金取引

子会社 タキロンポリマー㈱ 所有 資金の援助 資金の回収

  直接 100.0%

子会社 所有 資金の援助

  直接 80.0%

シビル㈱

プラス㈱

2,493

（注３）

タキロンシーアイ 製品の販売 9,592

資金の貸付 573 短期貸付金 573

（注２）

1,200

Corporation １年内に

製品の販売

78

305

698短期貸付金

518短期貸付金

長期貸付金

回収予定の

１年内に

194

長期貸付金 535

資金の回収

（注２）

余剰資金の返
還

被所有
原材料等の購
入

14,618
原材料等の仕
入

科目

種類

（単位：百万円）

（注１）

タキロンマテックス㈱

期末残高
（注４）

買掛金

余剰資金の返
還

729

売掛金

1,297235 短期貸付金シーアイマテックス㈱

取引の内容
取引金額
（注２）

取引の内容会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合（注５）

関連当事者
との関係

取引金額
（注４）

伊藤忠商事㈱

種類 会社等の名称

タキロンシーアイ

Bonset America

資金の貸付

（注３）

（注１）

（注２）

（注２）

回収予定の

長期貸付金

資金の回収 265

（注１）

（注２）

売掛金

2,487

9,637

7,796

期末残高
（注２）

2,689

525預り金

科目

議決権等の
所有（被所有）
割合（注３）

関連当事者
との関係
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子会社 所有 製品の仕入

  直接 100.0%

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は以下のとおりとなっております。

短期貸付金　：　期間　１年　極度枠利用による随時返済条件

長期貸付金　：　期間　２年　期日一括返済条件

長期貸付金　：　期間　３年　３ヶ月毎分割返済条件

長期貸付金　：　期間　３年　期日一括返済条件

長期貸付金　：　期間　５年　半年賦返済条件

　　　　　なお、担保の受入は行っておりません。

（注２）資金取引はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であります。

（注３）棚卸資産の販売価格及び仕入価格については、市場価格を勘案して交渉により決定しております。

（注４）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（注５）議決権等の所有割合は四捨五入により小数点第１位まで表示しております。

兄弟会社等

製品の販売 5,043 売掛金 2,511

資金取引 4,109 預け金 14,005

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）棚卸資産の販売価格については、市場価格を勘案して交渉により決定しております。

（注２）資金取引はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であります。

（注３）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

科目
期末残高
（注３）

12,527

取引金額
（注３）

取引の内容

（単位：百万円）

買掛金

2,966

672

未収入金

1,821製品の仕入タキロンテック㈱

（注３）

原材料の供給

議決権等の
所有（被所有）

割合

（注２）

関連当事者
との関係

原材料の供給

会社等の名称

資金取引

88円39銭

810円66銭

ＣＩＰＳアドバンス㈱

製品の販売－

（注１）

（注２）

親会社
の子会

社

余剰資金の預
け入れ

預り金

7,114

余剰資金の返
還

1,366

（注３）

親会社
の子会

社
伊藤忠トレジャリー㈱

－

種類
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